
【Ｒ７年度】重点目標の取組・概要（小・中学校の適正規模及び適正配置の推進[学校適正配置推進事業]）

担当課（内線） 学校適正配置推進課（内線5534） 重点目標の方向性 子どもの保育・教育環境の向上

重点目標 子育てしやすい岸和田の実現 行政の役割 安心して通学・通園できる環境を整える

現状と課題

・小・中学校の児童生徒数がピーク時の約半数に減少していることに
　伴い、全学年が単学級の学校が増加するなど、学校の小規模化が進行
　しており、今後も同様の傾向が続く見込みである。
・児童生徒数の減少により、児童生徒の人間関係や役割が固定化しやす
　くなり、また、教員配置についても制限が生じるため、部活動の設置
　が限定されるなど、教育環境や学校運営における課題が生じている。

課題に対する取組の内容（めざす成果・期間・対象者・手法など）

【中期的(4～5年後)にめざす成果】

・少子化に伴う学校の小規模化が進む中、児童・生徒にとってより良い教
育環境の整備と学校教育の充実を図るため、小・中学校の適正規模・適正
配置の取組を推進する。
【成果に向けての各年度の進め方】
（Ｒ７）
・特に小規模化が著しい校区を中心に、市と教育委員会が一丸となって地
域と協議を行う。
・市長が実施するタウンミーティングと連携を図りながら、適正化の取組
を着実に実施する。

（Ｒ８以降）
・地域との協議・検討状況等を踏まえ、小・中学校の適正規模・適正配置
の取組を推進する。

【Ｒ７年度の取組内容（期間・対象者・手法など）】

・特に小規模化が著しい校区を中心に、市と教育委員会が一丸となって地
域と協議を行う。
・市長が実施するタウンミーティングと連携を図りながら、適正化の取組
を着実に実施する。

Ｒ７年度の事業費（内訳）

・地域住民及び保護者との協議等に係る需用費　300千円

Ｒ８年度以降の想定事業費（ランニング経費）

・地域住民及び保護者との協議等に係る費用
　（（仮称）学校開校準備委員会関連費用）

取組の進捗・成果を測る指標

・（仮称）学校開校準備委員会設置数
　０（2023）→１（2026）

成果・指標が未達成の場合の取扱い

※必ず縮小・廃止時期を記載すること

（Ｒ８）前年度を踏まえ改善
（Ｒ９）前年度を踏まえ改善

（Ｒ１０）前年度を踏まえ改善



【Ｒ７年度】重点目標の取組・ロジックモデル（小・中学校の適正規模及び適正配置の推進[学校適正配置推進事業]）

ロジックモデル【事業立案時点】

財源 他団体の状況
その他（行政サービスとしての適正性に

ついて　など）

（国庫支出金）
・公立学校施設整備費負担金　補助率1/2
・学校施設環境改善交付金　補助率1/2又は1/3

（地方債）
・学校教育施設等整備事業債、公共施設等適正管
理推進事業債

（和泉市）
・令和７年　施設一体型義務教育学校槇尾学園開校（２小１中の統合校）
・令和９年　施設一体型義務教育学校（仮称）富秋学園開校予定（２小１中の統合校）

（貝塚市）
・令和６年　施設一体型義務教育学校二色学園開校（１小１中の統合校）

【インプット】

・岸和田市立
小・中学校の適
正規模及び適正
配置基本方針

・岸和田市立
小・中学校適正
規模及び適正配
置実施計画（第
１期）（案）

・市長が実施す
るタウンミー

ティング

【活動】

・適正化を推進
するための現状
と課題の整理及
び、事務執行に
係る詳細の検討、
関係者との連携

【アウトプット】

• （特に小規模化が著
しい校区を中心とし
た）関係各校区との
協議

【中間アウトカム】

・（仮称）学校開校準
　備委員会の設置

⇩
【最終アウトカム】

• 小・中学校の適正規
模・適正配置の実現

指標：設置数

指標①：協議回数
（特に小規模化著しい校区）

指標②：協議回数
　　　　（関係校区）

指標：適正化の
　　実現数

【初期アウトカム】

• 実施計画（案）
の成案化

指標：成案化した
　　  実施計画数



【Ｒ７年度】重点目標の取組・評価シート①（小・中学校の適正規模及び適正配置の推進[学校適正配置推進事業]）

■ 中期的にめざす成果に対する達成度

• 少子化に伴う学校の小規模化が進む中、児
童・生徒にとってより良い教育環境の整備
と学校教育の充実を図るため、小・中学校
の適正規模・適正配置の取組を推進する。

■ Ｒ７年度における達成度（当初の実施予定に対する達成度）

■ Ｒ７年度において実施・実現できたこと

■ 主な「取組の進捗・成果を測る指標」の状況

・小規模化が著しい校区を中心に訪問するなど関係者との
連携強化を図った。
・また、タウンミーティングでいただいた意見も踏まえな
がら、適正化の検討を進めた。

測定有無 指 標 名 単位 基準値（年次） 目標値（年次） Ｒ７年度実績値

○ （仮称）学校開校準備委員会設置数 － ０（2023） １（2026） ０

○ （地域等）年間訪問回数 － 11（2025） 12（2026） 11

○ （庁内）年間会議開催数 － ４（2025） ６（2026） ４

• 特に小規模化が著しい校区を中心に、市と
教育委員会が一丸となって地域と協議を行
う。

• 市長が実施するタウンミーティングと連携
を図りながら、適正化の取組を着実に実施
する。



【Ｒ７年度】重点目標の取組・評価シート②（小・中学校の適正規模及び適正配置の推進[学校適正配置推進事業]）

■ 次年度以降の予定・改善内容

■ Ｒ７年度において実施・実現できなかったこと ■ 課題分析

・ロジックモデルで初期アウトカムとして掲げる実施計画
（案）の成案化について、修正の必要性の有無を含めた方
向性を定めるまでには至らなかった。

・適正化の取組が市民の皆様や地域のご理解なしには進められ
ないとの考えから、保護者や地域住民の不安を解消し、ご理解
いただけるよう努める。

・岸和田市立小・中学校の適正規模及び適正配置基本方針を基
に、小規模化による教育環境への影響が懸念される地域を対象
に、市長部局と連携し、地域と十分に協議していく。
・タウンミーティングでの意見も踏まえ、より良い解決策を見
出す観点から適正化の取組を推進する。

■ ロジックモデルの振り返り

・インプットをもとに活動を実施し、適正化の検討を進め
た。
・現状の取組状況を総合的に勘案しながら、アウトプット
をはじめとするロジックモデルの修正についても検討する。


